
鹿児島市 平成 30 年度介護保険制度改正等説明会

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  － 個別資料 －

平成 30 年 3 月 20 日 15:15～

 事前掲載資料について、当日会場では資料の配布を致しません。

各自印刷の上、ご持参ください。

 今回の説明会に使用する省令・告示・通知等の原文は、現段階で国が

示した改正(案)です。

 正式な改正省令・告示・通知やＱ＆Ａ等は、厚生労働省の通知発出後、

鹿児島市ホームページ(介護保険関連情報)に掲載致します。

 今回の報酬改定等に関するご質問は、ホームページ掲載の質問票にて

受付けます。(当日の質問受付け・回答は致しません。)

 会場駐車場は限りがございます。公共交通機関をご利用ください。

以上、皆様のご理解・ご協力をよろしくお願い致します。
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２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護
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２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護

○基本報酬

①生活機能向上連携加算の創設

②オペレーターに係る基準の見直し

③介護・医療連携推進会議の開催方法・頻度の緩和

④同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬

⑤地域へのサービス提供の推進

⑥ターミナルケアの充実

⑦医療ニーズへの対応の推進

⑧介護職員処遇改善加算の見直し

改定事項

≪ 2 ≫
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２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 基本報酬

単位数

＜現行＞ ＜改正後＞

一体型（訪問看護なし）

要介護１ 5,658単位 5,666単位

要介護２ 10,100単位 10,114単位

要介護３ 16,769単位 16,793単位

要介護４ 21,212単位 21,242単位

要介護５ 25,654単位 25,690単位

一体型（訪問看護あり）

要介護１ 8,255単位 8,267単位

要介護２ 12,897単位 12,915単位

要介護３ 19,686単位 19,714単位

要介護４ 24,268単位 24,302単位

要介護５ 29,399単位 29,441単位

連携型（訪問看護なし）

要介護１ 5,658単位 5,666単位

要介護２ 10,100単位 10,114単位

要介護３ 16,769単位 16,793単位

要介護４ 21,212単位 21,242単位

要介護５ 25,654単位 25,690単位

≪ 3 ≫
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○ 自立支援・重度化防止に資する介護を推進するため、新たに生活機能向上連携加算を創設する。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100単位／月（新設）

生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200単位／月（新設）

単位数

○生活機能向上連携加算(Ⅰ)
・ 訪問リハビリテーション若しくは通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリテーションを

実施している医療提供施設（原則として許可病床数200床未満のものに限る。）の理学療法士・作業療法士・言
語聴覚士・医師からの助言（アセスメント・カンファレンス）を受けることができる体制を構築し、助言を受
けた上で、計画作成責任者が生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成（変
更）すること

・ 当該理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師は、通所リハビリテーション等のサービス提供の場におい
て、又はＩＣＴを活用した動画等により、利用者の状態を把握した上で、助言を行うこと

を定期的に行うこと

○生活機能向上連携加算(Ⅱ)
・ 訪問リハビリテーション若しくは通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリテーションを

実施している医療提供施設（原則として許可病床数200床未満のものに限る。）の理学療法士・作業療法士・言
語聴覚士・医師が利用者宅を訪問し身体状況等の評価（生活機能アセスメント）を共同して行うこと

・ 計画作成責任者が生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成すること

算定要件等

２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ①生活機能向上連携加算の創設

≪ 4 ≫
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２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ②オペレーターに係る基準の見直し

ア 日中（８時から18時）と夜間・早朝（18時から８時）におけるコール件数等の状況に大きな差は見られないこ
とを踏まえ、日中についても、
・ 利用者へのサービス提供に支障がない場合には、オペレーターと「随時訪問サービスを行う訪問介護員」及

び指定訪問介護事業所、指定夜間対応型訪問介護事業所以外の「同一敷地内の事業所の職員」の兼務を認める
こととする。

・ 夜間・早朝と同様の事業所間の連携が図られているときは、オペレーターの集約を認めることとする。
【省令改正】

ただし、利用者へのサービス提供に支障がない場合とは、
・ ICT等の活用により、事業所外においても、利用者情報（具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況や家

族の状況等）の確認ができるとともに、
・ 適切なコール対応ができない場合に備えて、電話の転送機能等を活用することにより、利用者からのコール

に即時に対応できる
体制を構築し、コール内容に応じて、必要な対応を行うことができると認められる場合を言うこととする。

イ オペレーターに係る訪問介護のサービス提供責任者の「３年以上」の経験について、「１年以上」に変更する
こととする。なお、初任者研修課程修了者及び旧２級課程修了者のサービス提供責任者については、引き続き
「３年以上」の経験を必要とすることとする。【省令改正】

＜参考：オペレーターに求められる資格要件（現行）＞
看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士、介護支援専門員、サービス提供責任者として
３年以上従事した経験を持つ者

概要

≪ 5 ≫
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２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ③介護・医療連携推進会議の開催方法・頻度の緩和

○ 介護・医療連携推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、開催方法や開催頻度
について以下の見直しを行う。【通知改正】

ア 現在認められていない複数の事業所の合同開催について、以下の要件を満たす場合に認める。
ⅰ 利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。
ⅱ 同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。
ⅲ 合同して開催する回数が、１年度に開催すべき介護・医療連携推進会議の開催回数の半数を超えないこと
ⅳ 外部評価を行う介護・医療連携推進会議や運営推進会議は、単独開催で行うこと。

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の介護・医療連携推進会議の開催頻度について、他の宿泊を伴わない
サービス（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護）に合わせて、年４回から年２回とする。【省令改
正】

概要

≪ 6 ≫
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２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ④同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬

ア 同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬について以下の見直しを行う。
ⅰ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス提供については、事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に

所在する建物（有料老人ホーム等（※）に限る）に居住するに該当する場合に600 単位／月の減算とされている
が、建物の範囲を見直し、有料老人ホーム等（※）以外の建物も対象とする。

ⅱ また、事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物のうち、当該建物に居住する利用者の人数が
１月あたり50 人以上の場合は、減算幅を見直す。

※ 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅

イ その際、減算を受けている者と、減算を受けていない者との公平性の観点から、減算を受けている者の区分支
給限度基準額を計算する際には、減算前の単位数を用いることとする。

概要

単位数

減算等の内容 算定要件

①600単位/月
減算

②900単位/月
減算

①事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建
物に居住する者

②事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建
物に居住する者のうち、当該建物に居住する利用者の人
数が１月あたり50人以上の場合

減算等の内容 算定要件

600単位/月
減算

・事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建
物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅に限る）に居住する者

＜改定後＞＜現行＞

≪ 7 ≫



20

２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ⑤地域へのサービス提供の推進

○ 一部の事業所において、利用者の全てが同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住しているような
実態があることを踏まえ、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、正当な理由がある場合を除き、地域の
利用者に対してもサービス提供を行わなければならないことを明確化する。【省令改正】

概要

２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ⑥ターミナルケアの充実

○ 看取り期における本人・家族との十分な話し合いや訪問看護と他の介護関係者との連携を更に充実させる観点
から、「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うこと
を明示することとする。【通知改正】

概要

○ ターミナルケア加算の要件として、下の内容等を通知に記載する。
・「人生の最終段階における医療の決定プロセスにおけるガイドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人と話し

合いを行い、利用者本人の意思決定を基本に、他の医療及び介護関係者との連携の上、対応すること。
・ターミナルケアの実施にあたっては、居宅介護支援事業者等と十分な連携を図るよう努めること。

算定要件等

≪ 8 ≫
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○ 中重度の要介護者の在宅生活を支える体制をさらに整備するため、訪問看護サービスを行うにあたり24時間体
制のある定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の体制について評価を行うこととする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
緊急時訪問看護加算 290単位／月 ⇒ 315単位／月

単位数

○ 利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して24時間連絡できる体制にあって、かつ計画的に訪問する
こととなっていない緊急時における訪問を必要に応じて行う体制にある場合（訪問看護サービスを行う場合に限
る。）に算定（変更なし）

算定要件等

２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護
⑦医療ニーズへの対応の推進（緊急時訪問看護加算の見直し）

≪ 9 ≫
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２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ⑧介護職員処遇改善加算の見直し

○ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、要件の一部を満たさない事業者に対し、減算された単位
数での加算の取得を認める区分であることや、当該区分の取得率や報酬体系の簡素化の観点を踏まえ、これを廃
止することとする。その際、一定の経過措置期間を設けることとする。

○ その間、介護サービス事業所に対してはその旨の周知を図るとともに、より上位の区分の取得について積極的
な働きかけを行うこととする。

概要

○ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)については、別に厚生労働大臣が定める期日（※）までの間に限り算定す
ることとする。

※ 平成30年度予算案に盛り込まれた「介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業」により、加算の新規の取得や、より上位の区分
の取得に向けて、事業所への専門的な相談員（社会保険労務士など）の派遣をし、個別の助言・指導等の支援を行うとともに、本
事業の実施状況等を踏まえ、今後決定。

算定要件等

キャリアパス要件Ⅰ
キャリアパス要件Ⅱ

職場環境等要件
のいずれも満たさず

加算（Ⅲ）

（月額１万５千円相当）
加算（Ⅳ）

（加算(Ⅲ)×0.9）
加算（Ⅴ）

（加算(Ⅲ)×0.8）

加算(Ⅱ)

(月額２万７千円相当)

算
定
要
件

キャリアパス要件Ⅰ
キャリアパス要件Ⅱ

職場環境等要件
のいずれかを満たす

キャリアパス要件
Ⅰ又はⅡ

＋
職場環境等要件を満たす

キャリアパス要件
Ⅰ及びⅡ

＋
職場環境等要件を満たす（平
成27年4月以降実施する取組）

加算(Ⅰ)

(月額３万７千円相当)

キャリアパス要件
Ⅰ及びⅡ及びⅢ

＋
職場環境等要件を満たす（平
成27年4月以降実施する取組）

(注)「キャリアパス要件Ⅰ」…職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること
「キャリアパス要件Ⅱ」…資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること
「キャリアパス要件Ⅲ」…経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に

昇給を判定する仕組みを設けること
「職場環境等要件」…賃金改善以外の処遇改善を実施すること
※就業規則等の明確な書面での整備・全ての介護職員への周知を含む。

（参考）介護職員処遇改善加算の区分
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別紙１－４

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算

定に関する基準

299
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○ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十六号）（抄）【平成三十年四月一日施行（予

定）】

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表

１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 １ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)（１月につき） イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)（１月につき）

⑴ 訪問看護サービスを行わない場合 ⑴ 訪問看護サービスを行わない場合

㈠ 要介護１ 5,666単位 ㈠ 要介護１ 5,658単位

㈡ 要介護２ 10,114単位 ㈡ 要介護２ 10,100単位

㈢ 要介護３ 16,793単位 ㈢ 要介護３ 16,769単位

㈣ 要介護４ 21,242単位 ㈣ 要介護４ 21,212単位

㈤ 要介護５ 25,690単位 ㈤ 要介護５ 25,654単位

⑵ 訪問看護サービスを行う場合 ⑵ 訪問看護サービスを行う場合

㈠ 要介護１ 8,267単位 ㈠ 要介護１ 8,255単位

㈡ 要介護２ 12,915単位 ㈡ 要介護２ 12,897単位

㈢ 要介護３ 19,714単位 ㈢ 要介護３ 19,686単位

㈣ 要介護４ 24,302単位 ㈣ 要介護４ 24,268単位

㈤ 要介護５ 29,441単位 ㈤ 要介護５ 29,399単位

ロ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅱ)（１月につき） ロ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅱ)（１月につき）

⑴ 要介護１ 5,666単位 ⑴ 要介護１ 5,658単位

⑵ 要介護２ 10,114単位 ⑵ 要介護２ 10,100単位

⑶ 要介護３ 16,793単位 ⑶ 要介護３ 16,769単位

⑷ 要介護４ 21,242単位 ⑷ 要介護４ 21,212単位

⑸ 要介護５ 25,690単位 ⑸ 要介護５ 25,654単位

注１～４ （略） 注１～４ （略）

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の所在する建 ５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の所在する建

300

≪ 13 ≫



- 2 -

物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定 物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物（老人福祉法

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一の建物（以下 （昭和38年法律第133号）第20条の４に規定する養護老人ホー

この注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する利 ム、同法第20条の６に規定する軽費老人ホーム若しくは同法第

用者（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における 29条第１項に規定する有料老人ホーム又は高齢者の居住の安定

１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建 確保に関する法律（平成13年法律第26号）第５条第１項に規定

物に居住する利用者を除く。）に対して、指定定期巡回・随時 するサービス付き高齢者向け住宅であって同項に規定する都道

対応型訪問介護看護を行った場合は、１月につき600単位を所 府県知事の登録を受けたものに限る。以下この号並びに夜間対

定単位数から減算し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護 応型訪問介護費の注２、小規模多機能型居宅介護費注１及び注

事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人 ２並びに複合型サービス費注１及び注２において同じ。）若し

以上居住する建物に居住する利用者に対して、指定定期巡回・ くは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一建物

随時対応型訪問介護看護を行った場合は、１月につき900単位 に居住する利用者に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

を所定単位数から減算する。 看護を行った場合は、１月につき600単位を所定単位数から減

算する。

６～８ （略） ６～８ （略）

９ イ⑵について、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 ９ イ⑵について、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所（連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を除 所（連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を除

く。以下「一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 く。以下「一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所」という。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問するこ 所」という。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問するこ

ととなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある場 ととなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合（訪問看

合（訪問看護サービスを行う場合に限る。）には、緊急時訪問 護サービスを行う場合に限る。）は、緊急時訪問看護加算とし

看護加算として、１月につき315単位を所定単位数に加算する て、１月につき290単位を所定単位数に加算する。

。

10・11 （略） 10・11 （略）

12 イ⑵について、一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看 12 イ⑵について、一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の訪問看護サービスを利用しようとする者の主治の医 護事業所の訪問看護サービスを利用しようとする者の主治の医

師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が、当 師（介護老人保健施設の医師を除く。）が、当該者が急性増悪

該者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要が 等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の

ある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の日から14日間 指示を行った場合は、当該指示の日から14日間に限って、イ⑴

に限って、イ⑴に掲げる所定単位数を算定する。 に掲げる所定単位数を算定する。

13・14 （略） 13・14 （略）
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ハ （略） ハ （略）

ニ 退院時共同指導加算 600単位 ニ 退院時共同指導加算 600単位

注 病院、診療所又は介護老人保健施設若しくは介護医療院に入院 注 病院、診療所又は介護老人保健施設に入院中又は入所中の者が

中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、一体型指定定期 退院又は退所するに当たり、一体型指定定期巡回・随時対応型訪

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の保健師、看護師又は理学 問介護看護事業所の保健師、看護師又は理学療法士、作業療法士

療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が退院時共同指導（当該 若しくは言語聴覚士が退院時共同指導（当該者又はその看護に当

者又はその看護に当たっている者に対して、病院、診療所又は介 たっている者に対して、病院、診療所又は介護老人保健施設の主

護老人保健施設若しくは介護医療院の主治の医師その他の従業者 治の医師その他の職員と共同し、在宅での療養上必要な指導を行

と共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を文書に い、その内容を文書により提供することをいう。以下同じ。）を

より提供することをいう。以下同じ。）を行った後、当該者の退 行った後、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の訪問

院又は退所後に当該者に対する初回の訪問看護サービスを行った 看護サービスを行った場合に、退院時共同指導加算として、当該

場合に、退院時共同指導加算として、当該退院又は退所につき１ 退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者につい

回（特別な管理を必要とする利用者については２回）に限り、所 ては２回）に限り、所定単位数を加算する。

定単位数を加算する。

ホ （略） ホ （略）

ヘ 生活機能向上連携加算 （新設）

⑴ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100単位

⑵ 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200単位

注１ ⑴について、計画作成責任者（指定地域密着型サービス基準

第３条の４第１項に規定する計画作成責任者をいう。注２にお

いて同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所（指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成

11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス基準」という。

）第76条第１項に規定する指定訪問リハビリテーション事業所

をいう。以下同じ。）、指定通所リハビリテーション事業所（

指定居宅サービス基準第111条第１項に規定する指定通所リハ

ビリテーション事業所をいう。以下同じ。）又はリハビリテー

ションを実施している医療提供施設（医療法（昭和23年法律第

205号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設をいい、病

院にあっては、許可病床数が200床未満のもの又は当該病院を
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中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないもの

に限る。以下同じ。）の医師、理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を目的とした定期巡

回・随時対応型訪問介護看護計画（指定地域密着型サービス基

準第３条の24第１項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護

看護計画いう。この注及び注２において同じ。）を作成し、当

該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づく指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護を行ったときは、初回の当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護が行われた日の属する月に

、所定単位数を加算する。

２ ⑵について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーション

事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテー

ションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション（指定

居宅サービス基準第75条に規定する指定訪問リハビリテーショ

ンをいう。以下同じ。）、指定通所リハビリテーション（指定

居宅サービス基準第110条に規定する指定通所リハビリテーシ

ョンをいう。以下同じ。）等の一環として当該利用者の居宅を

訪問する際に計画作成責任者が同行する等により、当該医師、

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況

等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成した場合であっ

て、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携

し、当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づく指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行ったときは、初回の当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護が行われた日の属す

る月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただし

、⑴を算定している場合は、算定しない。

ト （略） ヘ （略）

チ 介護職員処遇改善加算 ト 介護職員処遇改善加算
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た指定定期 の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者に対し、指定定 巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者に対し、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、当該基準に掲 期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について げる区分に従い、平成30年３月31日までの間、次に掲げる単位数

は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位 を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 ない。

しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算定した単位 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからヘまでにより算定した単位

数の1000分の137に相当する単位数 数の1000分の137に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算定した単位 ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからヘまでにより算定した単位

数の1000分の100に相当する単位数 数の1000分の100に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからトまでにより算定した単位 ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからヘまでにより算定した単位

数の1000分の55に相当する単位数 数の1000分の55に相当する単位数

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略）

２ 夜間対応型訪問介護費 ２ 夜間対応型訪問介護費

イ 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ) 別に厚生労働大臣が定める単位数 イ 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ) 別に厚生労働大臣が定める単位数

ロ 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ) １月につき2,742単位 ロ 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ) １月につき2,667単位

注１ （略） 注１ （略）

（削る） ２ 指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地

内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定夜間対応型訪問

介護事業所と同一建物に居住する利用者又は当該指定夜間対応

型訪問介護事業所における一月当たりの利用者が同一建物に20

人以上居住する建物の利用者に対し、指定夜間対応型訪問介護

を行った場合に、イについては、定期巡回サービス（指定地域

密着型サービス基準第５条第１項に規定する定期巡回サービス

をいう。）又は随時訪問サービス（同項に規定する随時訪問サ

ービスをいう。）を行った際に算定する所定単位数の100分の9

0に相当する単位数を、ロについては、所定単位数の100分の90
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（別紙１－３）

事 業 所 番 号

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

緊急時訪問看護加算

特別管理体制

ターミナルケア体制

総合マネジメント体制強化加算

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

24時間通報対応加算

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス）

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 割 引

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

１　なし　２　あり

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

１　なし　２　あり

１　対応不可　２　対応可

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　５　加算Ⅰイ　２　加算Ⅰロ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

71 夜間対応型訪問介護
１　Ⅰ型
２　Ⅱ型

１　対応不可　２　対応可

76
定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

１　一体型
２　連携型

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　４　加算Ⅰイ　２　加算Ⅰロ　５　加算Ⅱイ　３　加算Ⅱロ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ
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